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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Abstract
　This　thesis　is　a　summary　ofthe　result　of　the　study　fbr　the　past　of　the　author　a　lot　ofyears，　that　is　the　method　of　Crime　preventjon
through　environmental　design（CPTED）rapidly　widespread　recently　in　Japan，　First，　it　was　clarified　that　the　feature　ofthe　developing
process　of　CPTED　in　Japan．　In　a　word，　though　the　concept　of　CPTED　by　the　natural　and　indirect　method　was　introduced，　the
functional　or　immediate　method　has　developed　without　passing　an　interdisciplinary　discussion　of　based　on　an　empirical　surveillance
study．
　Next，　many　of　indicators　and　standards　by　which　the　technique　was　shown　clarified　the　following　problems，1）they　have　limited
the　object　to　the　maintenance　of　facilities　and　the　evaluation　of　an　immediate　method，2）they　only　show　the　technique　in　paralle且
according　to　the　part，　and　do　not　induce　the　using　together，
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1　研究の目的と方法
1．1研究の背景と目的
　近年の犯罪の多発と不安の高まりを背景に，日常生
活における安全・安心を確保するための適切な対応が焦
眉の課題となっている。こうした状況下，日本において
も防犯環境設計という犯罪の生じにくい環境整備のアプ
ローチが急速に普及している。しかし，現在の日本で実
践されている防犯環境設計の多くは，必ずしも犯罪現場
の分析に基づいたものではなく，一般的な手法の適用に
とどまっていることが指摘されているD。つまり，防犯
環境設計の手法は，対象とする施設や地域の状況によっ
て異なるが，それぞれの状況のリスクを評価せず，各種
の公的指針・基準に示された手法を画一的かっ部分的に
適用し，形式的な取組みにとどまっている状況が見られ
る。また，物的な防犯対策の効果を過度に期待するあま
り，生活環境に求められる様々な機能や性能，すなわち
日常生活の利便性や快適性とのバランスを欠いた対策が
少なからず見られる。こうしたこともあって，防犯環境
設計に対する様々な批判的な言説，すなわち，必要性自
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体を疑問視する批判論，誤用や濫用を指摘する批判論，
結果的に生じる副作用に対する批判論が出現している。
　日本における防犯環境設計の取組みは，米国や英国の
影響を受けて1980年代に始まったが，公共政策として
各種の公的指針・基準が作成されるのは，数年前からの
ことである。また，諸外国では現在，コミュニティによ
る防犯対策に作用する手法として理解されているのに対
し，日本では，ピッキングに強い錠や防犯カメラの設置，
見通しを妨げている樹木の勇定等，防犯目的に特化した
物的環境の整備又は管理の手法として理解されている傾
向が見られる。
　そこで，本研究は，日本に導入された防犯環境設計の
理論と諸外国における実践の発展経緯を整理し，日本に
おける防犯環境設計の発展経緯の特徴，すなわち，防犯
環境設計の概念と手法の導入・発達の経緯　内容の変化
を明らかにすることを第一の目的とする。
　第二に，防犯環境設計の手法の普及を図った公的な指
針・基準の特徴と課題を明らかにする。具体的には，こ
れらの指針・基準を適用する対象と手法の相互関係に着
目して，その特徴を明らかにするとともに，被害事例や
適用事例の分析を通して，そこに内在する課題を明確に
する。
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　そして第三に，「包括的協働方式」を提唱し，防犯環
境設計に関する指針・基準を単純に適用するのではなく，
対象とする施設や地域の関係者が協働して防犯以外の諸
機能を含めて包括的に評価して計画する同方式は，的確
な防犯環境設計とコミュニティによる防犯対策を講じる
上で意義があることを実証的に示す。
1．2　研究の対象と方法
　本研究は，住宅及び学校施設の侵入犯罪，道路及び公
園等における街頭犯罪，並びにそれらの犯罪不安に関す
る防犯環境設計の手法を対象とする。
　ここでいう手法とは，日本の公的指針・基準で使用さ
れている防犯環境設計の4つの基本的手法（図1）をい
う。このうち，「被害対象の強化（・回避）」と「（犯罪
企図者の）接近の制御」は，犯罪に対して直接的に作用
する「直接的手法」である。前者は，住宅を例にとれば，
錠前やガラス等の耐久性を強化する方法などをいい，後
者は，柵や扉，センサ等で出入を管理して犯罪企図者の
接近を制御する方法をさす。
　一方，残りの2つの「監視性の確保」と「領域性の強化」
は，犯罪に対して間接的に作用する「間接的手法」である。
「監視性の確保」とは，犯罪企図者が犯罪行為を第三者
に目撃されている又は目撃されているかもしれないと感
じさせるものであり，「領域性の強化」とは，柵や扉の
設置等の措置による物理的な領域の明示だけでなく，花・
植木等による玄関周りの演出，建物の維持管理等，外観
の状態や生活行動によって心理的な領域を知覚させる方
法をいう。
　これらの手法は，防犯を主目的とする「機能的手法」
と副次的な防犯効果を期待する「自然的手法」に分ける
こともできる。ここでいう「機能的手法」は，「監視性
の確保」でいえば，防犯カメラ等の機械設備による対応
をいう。一方，「自然的手法」は，建物や道路等の配置
計画や動線計画等の工夫により，居住者や通行人等が意
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図1　防犯環境設計の基本的手法
図的ではなく，自然に目を向けることを指す。
　このように，本研究においては，防犯環境設計の手法
を「直接的手法と間接的手法」，「機能的手法と自然的手
法」の二つの群に大別し，その適用における重み付けに
着目して，論を進める。
1．3　研究の位置づけ
　本論文に関する既往研究は，空間特性と犯罪発生ある
いは犯罪不安の関係を扱った研究が多く，特に共同住宅
の共用空間や道路，公園等の都市空間については，犯罪
発生や犯罪不安との関係が明らかにされている。しかし，
戸建て住宅や学校施設については，既往研究が少なく，
自然監視性や領域性に関する定性的な調査や個別事例の
調査にとどまっている傾向にある。また，共同住宅やま
ちづくりを含め，防犯環境設計の指針や基準等を直接的
に扱った研究も少なく，個別事例の運用実態や居住者評
価の調査報告にとどまっており，防犯環境設計の発展過
程や全体像の解明には至っていない状況にある。
　さらに，本論文でいう　「包括的協働方式」による防犯
まちづくりについては，地域安全マップや犯罪情報シス
テム，関係者の連携に関する調査研究はあるものの，そ
れらを活用した計画策定に関する研究は見られない。
　こうしたことから，行政施策や計画技術として防犯環
境設計の手法が急速に普及している今こそ，今後の発展
のための課題について，これまでの発展過程の解明と指
針・基準の特徴，及びそれらの全体像の把握を行うこと
によって明らかにする必要がある。また，「包括的協働
方式」の意義を実証的に示すことは，防犯とトレードオ
フの関係にある他の機能とのバランスにも留意した効果
的な防犯対策を推進する上で意義がある。
L4　用語の定義
　防犯環境設計は，諸外国ではCPTEDと呼ばれ，「人
間によってつくられた環境の適切なデザインと効果的な
使用によって，犯罪の不安感と犯罪の発生の減少，そし
て生活の質の向上を導くことができる」（Crowe，1991）
等と定義されている。しかし，日本では，冒頭に述べた
通り，物的な環境の整備又は管理に限定し，目的的に使
われている傾向にある。そこで，本研究では，防犯環境
設計を「各種施設の物的な環境の整備又は管理を通して，
犯罪発生及び犯罪不安の軽減を図る防犯対策」と定義す
る。
　本研究では，ここでいう　「各種施設の物的な環境の
整備又は管理」をまちづくりと総称している。一般に使
われているまちづくりの概念はあいまいであり，計画行
為としての都市計画だけでなく、地域の活性化や地域に
おける関係者の合意形成なども含めている。これは，都
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市化社会から都市型社会への移行に伴い，都市計画の重
点も新たな市街化のコントロールから既成市街地の再構
築による質の向上にシフトしていることによるものであ
り，最近はタウンマネジメントに代表されるように，各
種施設の管理やプロセスデザインも重視されている。都
市計画に係る専門家にあっても，これまでのような画一
的なものではない，地域の特性や意向を踏まえた創意工
夫やきめの細かな対応が求められている。ちなみに，防
犯対策に係る関係省庁の文書や関係条例等においては，
住宅や学校施設等を含む公共施設等の整備・管理と自主
防犯活動及びその支援を併せた取組みを安全・安心まち
づくりと称している。
　さらに本研究では，「物的環境の整備・管理と防犯対
策を担う関係者が協働し，防犯以外の諸機能を含めた包
括的な視点から，対象とする物的環境とその取組みを評
価し，それに基づき計画する方式」を「包括的協働方式」
と定義している。ここでいう「物的環境の整備・管理と
防犯対策を担う関係者」は，対象とする防犯環境設計に
係るプロジェクトによって異なる。住宅団地建て替えの
場合，建築計画，機械設備，造園等の専門家の他，事業
者や管理者，場合によっては居住者等が加わる。学校施
設の点検・改善の場合は，学校の設置者，管理者，教職
員，保護者等の学校関係者及び建築関係者を指し，場合
によっては地域住民等も含む。「包括的な視点」とは，
具体的には，防災や美観，環境共生，バリアフリーを含
めた視点をいう。「対象とする物的環境」は，主として
プロジェクトの計画敷地又は対象区域を指すが，ここで
はその周辺も積極的に視野に入れる。また，「その取組み」
は，物的環境を評価・計画するだけでなく，その整備と
管理に係る活動も評価・計画することとし，ソフト面か
らのアプローチも対象にしている。
1．5　論文の構成
　本論文は，次の6つの章から構成されている。
第1章　研究の目的と方法
第2章　防犯環境設計の理論と諸外国における実践
第3章住宅に関する防犯環境設計の手法
第4章　学校施設に関する防犯環境設計の手法
第5章　まちづくりにおける防犯環境設計の手法
第6章　結論と課題
2　防犯環境設計の理論と諸外国におけ
　　る実践
　本章では，防犯環境設計の手法と適用対象の変化に着
目し，米英両国を中心に70年代から最近に至る理論と
実践の発展経緯の整理を試みた。
2．1　防犯環境設計の理論の発展経緯
（1）　犯罪原因論の対立と批判
　犯罪に関する学界では長らく，犯罪の原因をめぐって
素質説（犯罪者の生来的素因を強調する説）と環境説（犯
罪者の人的環境や文化的環境の役割を重視する説）が
対立していた。また，因果律を一元的にとらえる立場と
多元的に捉えようとする立場の論争が盛んに行われてき
た2）。しかし，これらの伝統的な犯罪原因論は，いずれ
も人々の納得のいくような域まで達しておらず3），1960
年代以降　ラベリング理論（犯罪の原因はむしろ犯罪
者を扱う公的機関や人々の側にあるとした社会的反動理
論）をはじめ，様々な批判にさらされてきた。
　一方，米国では伝統的な刑事司法システムの限界が露
呈していた。すなわち，警察力の執行による犯罪者の取
り締まりや処罰を中心とした刑事政策を総動員しても，
市民が日常生活を送る地域における犯罪発生は増加し，
犯罪不安を軽減することができなくなっていた。
（2）　防犯環境設計の諸理論の台頭
　こうした状況下，当時米国で深刻な社会問題になって
いた公営住宅団地の防犯対策として，建築家のニューマ
ン（Newman，1972）4）は，衰退したインフォーマルな社
会統制のネットワークを再活性化する建築・都市デザイ
ン論を提案した。居住者が自らの住む領域を監視し，そ
の領域に対して縄張り意識を持っていることがわかるよ
うに居住空間を設計する重要性を主張し，①領域性，②
自然的監視，③イメージ，④環境という「守りやすい空間」
の4原則を唱えた。その1年前犯罪学者のジェフリー
（Jeffery，1971）5）が防犯環境設計（CPTED）の用語の由
来となった同名の著書で，同じようなことを指摘してい
たが，ニューマンの理論を発表した当時，近代建築・近
代都市計画の理論を具現化したことで有名なプルーイッ
ト・アイゴー団地が深刻な犯罪問題を理由に爆破・解体
された事件が重なったこともあって，ニューマンの理論
が建築・都市計画や警察等の実務者を中心に支持を広げ
ていった。一方，ジェフリーの提起した概念と用語は，
ニューマンのコンセプトを含みっっ，対象領域を公営住
宅以外にも拡大し，かつ物的環境以外の操作についても
含みを持たせたことから，その後広く流布することにな
る。
　この二人の理論の影響を受け，70年代後半以降，様々
な防犯環境設計論が発表された。共通していること
は，二人のいう間接的手法，すなわち「領域性」や「自
然的監視」の概念を含みつつも，直接的手法，すなわち
「被害対象の強化」と「接近の制御」が強調されている
ことである。例えば，英国の建築家のポイナー（Poyner，
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1983）6）は，ニューマンのいう　「自然的監視」は経験的
な検証に耐えるものであったことを明らかにする一方，
「領域性」の有効性は立証されておらず，それよりむしろ，
「接近の制御」の概念に注目が集まっていることを示す
とともに，「被害対象の強化」は，防犯上重要な手法で
あるが，研究者に軽視されてきたことを指摘している。
（3）　状況的犯罪予防論の発展
　米国で発達した防犯環境設計は，英国では状況的犯罪
予防（SCP：Situational　Crime　Prevention）として発
展する。クラーク（Clarke，1983）7）は当初，ニューマン
の理論を準用して「監視」「被害対象の強化」「環境管理」
の3つのアプローチを提示していたが，このカテゴリー
は単純すぎて限定的なものであったことから，その後「犯
行労力の増大」「検挙リスクの増大」「獲得する報酬の減
少」という3っに拡大した類型を提示した8）。さらには
「言い訳の不承認」というカテゴリーを加え，物的な影
響はほとんどないが心理的な影響をもたらす方法も状況
的犯罪予防に含めた9）。
　このように，クラークらは，建築・都市空間の物的環
境に関わる犯罪の範疇にとどめていた当初の対象を様々
な犯罪にも応用できるものに拡張するとともに，それぞ
れ違ったレベルの犯罪動機を持つ者にも対応できるよう
にした。それにより，防犯環境設計の理論的な基礎を大
幅に広げ，その有効性について理論的根拠を理解せずに
行われてきた防犯環境設計の考察に役立つ枠組みを提示
した。
（4）　防犯環境設計論に対する批判
　状況的犯罪予防論を含めた防犯環境設計の諸理論が，
欧米社会で受け入れられ，支持された理由は，次の5点
にまとめられる。すなわち，①防犯環境設計論は，性悪
説に基づき，犯罪者個人に関心を示さず，万人を平等と
見ている。②伝統的な社会学的犯罪原因論を基礎に置い
た社会的犯罪予防と比べて，即効性が期待できる。③首
尾よく行われれぼ，行政負担や財政負担を軽減すること
が可能である。④犯罪原因論や犯罪者処遇論が基本的に
加害者への対応に視点を置いていたことに対し，基本的
に潜在的な被害者の立場に立ったものが少なくない。⑤
刑事司法機関の犯罪者対策と被害者政策が国家を中心と
した視点から組み立てられているのに対し，地域や場所
の視点から組み立てられている。
　一方，防犯環境設計に対する批判と問題の主要な点を
まとめると，次のとおりである。①防犯環境設計を実施
しても犯罪の動機自体は消滅しない。②行き過ぎると人
間関係を遮蔽し，閉塞感の強い不自由な生活をもたらす。
③外部者による犯罪の予防に主眼が置かれ，全ての犯罪
は対象にしていない。④物的環境に関する環境決定論に
偏っている。⑤万人を平等と見ているといいながら，富
裕者向けであり，特定階層を排除している。⑥被害の遭っ
た者を非難する風潮をつくりかねないし，ある意味で住
民の防犯努力を強制し，その責任を過重にすることにも
なる。⑦犯罪を転移しているだけである。
（5）環境犯罪学としての統合
　こうした批判を克服するため，サビルとクリーブラン
ド（Saville＆Cleveland，1997）lo）は，「第二世代の防犯
環境設計」として，従来の防犯環境設計に加え①コミュ
ニティの社会的結束，②コミュニティ内外のグループ間
の連携，③コミュニティの文化や場所性の尊重，④多
様性，土地利用，密度等のしきい値を挙げ，社会設計の
考え方を取り入れることを提唱した。
　それに先立ち，ブランディンガム夫妻（Brantingham
and　Brantingham，1981）ll）は，犯罪とは「それを規定す
る法，犯罪者，標的（犯罪対象や被害者），それが行わ
れる場（時間一空間）という4次元の要素が同時に作用
した結果」として理解されなければならないとし，それ
を研究する犯罪学を「環境犯罪学」と呼び，自らの編著
書にその名を冠した。そして，同著にボトムズ（Bottoms）
ら社会的環境を対象とした犯罪学者の論考を含めた。そ
の後，ニューマン，ジェフリー，クラーク，フェルソン
らを主唱者とした「環境犯罪学」の賛同者を集め，現代
の犯罪学の一翼を担う一大グループを形成し，新しい犯
罪学として学界に認知されたID。
　藤本（2005）12）によれぼ，環境犯罪学は，シカゴ学派
の伝統と従来の防犯環境設計論，被害者学理論の三者を
統合しようとした理論であり，現在米国で一般的となっ
ている「犯罪学理論の統合化」の流れにある理論として
意味付けている。
2．2　諸外国における防犯環境設計の実践
（1）　米国における防犯環境設計の実践
　米国における防犯環境設計（CPTED）は，1968年の「犯
罪統制と街路安全に関する包括法」（Omnibus　Crime
Control　and　Safe　Streets　Act）制定を機に，連邦政府
の主導で進められた「コミュニティ防犯」（Community
Crime　Prevention）と総称される取組みの中で実践さ
れた。米国司法省は，70年代後半から80年代にかけて
CPTEDプログラムに多額の連邦資金を投入して防犯環
境設計の推進を図ったが，期待の大きさに応えられる成
果が得られなかったことから，防犯環境設計よりも市民
防犯活動や地域警察活動の取組みが効果的であるという
認識が連邦政府や研究者の間に広がった。その背景とし
て，レーガン政権における刑罰の厳罰化の動きや，米国
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の学界における「社会紐帯論」への関心の高まりも無視
できないといえる（図2）。
　それでも，公営住宅のデザインや自治体におけるデザ
インガイドラインには防犯環境設計の手法が反映され，
フロリダ州やワシントン州等のいくつかの州では，デ
ザイン審査委員会において防犯環境設計による評価制度
が公式的に採用されている。また，フロリダ州の安全住
区条例（1990）やアリゾナ州テンピの環境デザイン条例
（1997）等，防犯環境設計に関する条例の制定が進む。
全米市長会（1994）の調査によると，米国全体で151の
都市において，防犯環境設計の考え方を開発規制やゾー
ニング基準に適用していると報告されている111）。この
ように米国では，英国のように政府によるトップダウン
ではなく，個々の事業や地域における取組みを通じて，
防犯環境設計の手法が浸透していった。
（2）　英国における防犯環境設計の実践
　英国では，1984年の内務省等五省庁連名の告示によ
る犯罪防tk政策の基本方針（基本法的な文書）を契機に，
防犯環境設計は公共政策として位置づけられ，改善団地
プロジェクト，警察の建築連絡担当官（ALO）制度，
防犯デザイン認定（SBD）制度等を通して普及した（図
3）。
1984年新しい犯罪対策（内務省等5省庁連名告示）
②犯罪防止には警察と地方白治体の共
　同が必妻であること
③犯罪パターンは地域によって異なる
　ので，地域の実情に卸した糖策をな
④防犯環境設計を通じて犯罪を容易に
　する機会を減少させることが最蕃の
　手段であること
防犯以外の課題にも対応し，多様な主体の参加の必要
他の手法と統合することで効果が大きくなることを明記
自治体当局に防犯環境設計を計画に加えるよう勧告
図3　英国における防犯環境設計に関する実践
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　防犯活動と建築・都市計画の関係を公式的に認めて明
言化されたのが，「計画による防犯」と題した環境省が
1994年に発した通達である。その中で，内務省の進め
るALO制度とSBD制度を建築・都市計画プロセスに
おいて公式に位置づけるとともに，自治体当局に防犯環
境設計の視点を計画プロセスに取り入れるように勧告し
た。また，防犯以外の課題にも対応し，多様な主体が参
加するパッケージ化された手法が必要であり，他の手法
と統合させることでその効果は大きくなることを明記し
た。
　1998年には「犯罪と秩序違反に関する法律（The
Crime＆Disorder　ACT）」が制定され，地域を単位と
した自治体，警察地域住民，ボランティア組織，民間
企業等をメンバーとする法定のパートナーシップ制度が
創設された。2000年現在，全英で376のパートナーシッ
プが組織されている。さらに，2003年には副首相府と
内務省が防犯まちづくりガイドラインを策定し，開発許
可の手続き上参考にすべき指針を示している。このよう
に，英国では，国の公共政策として位置づけられ，法制
度や各種の誘導措置を通して防犯環境設計が普及してい
る。
（3）　まちづくりに関する防犯環境設計の誘導措置
　その他諸外国を含め，住民相互のコミュニケーション
の促進，住環境の維持管理の重要性，より広範なアブV一
チ，地域のステークホルダー（利害関係者）の連携協働
による展開が強調されており，例えば，欧州連合では，
建築・都市計画に関する犯罪対策に関する欧州規格が定
められ，当事者が協働して具体の建築・都市計画のプラ
ンやプロジェクトに関する安全・安心なまちづくりの戦
略を協議するための作業グループを組織し，大枠として
の戦略とそれを具体化するための手段（空間，時間，予
算等）を検討するプロセスを示している。
2．3　まとめ
　防犯環境設計の理論は，犯罪原因論や犯罪者処遇論に
対抗する概念として台頭して以降論争や実証研究を経
てその基本的枠組みを拡張するという発展経緯をたどっ
てきた。ここでは，主として，①自然的かっ間接的手法
による建築・都市計画の提案が犯罪学の新たな理論の誕
生に多大な影響を与えた経緯②機能的かつ直接的手法
は防犯効果が実証されているが，要塞の心理や犯罪の転
移をもたらすという論争，③防犯環境設計だけでは問題
解決に至らないという批判から，その適用対象を社会的
環境あるいは心理的側面の制御まで拡張した経緯等を整
理して示した。
　続いて，米英両国等の防犯環境設計の実践状況につい
てまとめ，①米国では，刑罰の厳罰化や社会的紐帯理論
への関心の高まりから一時低迷したが，住宅開発や自治
体における誘導措置，事業評価等を通じ，私有空間・共
有空間を中心に普及してきたこと，②英国では，国の公
共政策として位置づけられ，各種指針や認定制度だけで
なく，法制度や保険制度による誘導措置を通して普及し
てきたこと，③その他諸外国を含めて最近は，住民相互
のコミュニケーションの促進，住環境の維持管理の重要
性，より広範なアプローチ、地域の利害関係者の協働に
よる展開が強調されていること等を指摘し，以下の論述
の枠組みを提示した。
3　住宅に関する防犯環境設計の手法
　本章では，特に開口部に関する直接的手法に着目し，
日本におけるその発展経緯と指針・基準における課題，
及びその課題を克服する自然的手法の客観的評価とそれ
に基づく空間計画の重要性について論じた。
3．1　住宅に関する防犯環境設計の発展経緯
　日本の住宅は，長らく地域における人の目やコミュ
ニティによって建物構造や設備の防犯上の脆弱さを補っ
てきた。地域の防犯力の低下を背景に，警察の主導でワ
ンドアツーロックの普及啓発や錠前の強化が進められた
が，居住者や事業者の防犯意識は低く，1980年に創設
された優良防犯機器型式認定制度のCP錠はあまり普及
しなかった14）。
　こうした中，日本住宅公団（当時）は，早くから面付
け箱錠を住戸玄関に標準装備するとともに，ニューマン
の「守りやすい空間」理論を設計要領に反映する等，共
同住宅の防犯対策の先導的役割を果たしてきた。それは，
どちらかといえば，高層住宅に対する批判論を強く意識
したもので，コミュニティの活性化の観点からモデル的
な住宅の開発を進めた］5）。警察主導の防犯モデル住宅
と同様，間接的かつ自然的手法を主軸にしたものであっ
た。
　しかしながら，最近の侵入犯罪の質的変化と犯罪不安
の高まり等を背景に，直接的又は機能的手法を重視した
内容に移行してきている。つまり，住宅の防犯環境設計
は，諸外国と同様，コミュニティによる防犯対策を促進
するため，自然的かつ間接的手法を主軸とした概念が導
入されたが，それには限界があるとして，敷地単位の機
能的又は直接的手法が最近急速に普及した点に，日本に
おける防犯環境設計の特徴があるといえる。
3．2　住宅の防犯設計指針及び基準の特徴
　本節では，前節で示した経緯を経て最近策定された各
種指針・基準の特徴と課題を整理して示した。
（34）
防犯環境設計の手法に関する研究
建物部品・設備の対策 建築・都市計画の対策 住宅公団（現・都市機構）
50年代
60年代
90年代
円簡錠の普及（50年代後半～）
ワンドアツーロックの奨励
ケースロックの普及
エレベーター防犯対策標準（71）
避難階段・屋上に通じる扉の施錠
に関する指導基準（77）
優良防犯機器型式認定制度（80）
　CP錠の認定
米国CPTED／コミュニティ防犯
　　　　▽
山ロ県防犯モデル団地（89＞
新潟県「犯罪のない安全な街づくり必
携」　（91）
福島県防犯モデル団地（92）
　　　　　　　　　　　　　　戸建住宅地の防犯デザインガイド（96）
　　　　　　　　　　　　　　防犯環境設計ハンドブック（97）
　　　　　　　　　　　　　　公営住宅等整備基準に防犯規定（98）
　　　　　　　　　　　　　　公共住宅企画指針に防犯規定（98）
CP－C錠の認定（00）　　　　　　　　安全．安心まちづくり推進要綱（00）
羅灘欝謝整〉（。、，賄野慮した共同住宅に係る設言＋指
防犯…義性能。示。度，・・、＼llxn贅gen。。定基。，。6）
図4　住宅に関する防犯環境設計の発展経緯
本締付モノロック標準化（57）
サムターン付きシリンダー箱錠
湯川「守りやすい空間」訳出（76）
湯川・瀬渡「住環境の防犯性能に関
する領域論的研究」　（77～86）
　　　　▽
　住宅設計要領に防犯規定（8D
　ニューモデル高層団地
住宅団地屋外空間の防犯環境設
計マニュアル（案）　（94）
　国±交通省の「防犯に配慮した共同住宅に係る設計
指針」（2001）は，間接的かつ自然的手法を基本に据え，
周辺環境に留意した配置計画や動線計画の検討，住棟
タイプ別の留意事項等を示している点に特徴がある］m。
しかしながら，防犯性能の評価や導入予法の重み付け，
利用計画や管理計画にはあまり言及していない。また，
それを準用した生活安全条例に基づく指針は，配置計画
や動線計画の誘導措置が欠落し，敷地内における部位別
のチェックリストに単純化しており，住宅や地域の特性
に応じた防犯環境設計の空間的な検言寸が課題となってい
る。
　一方，現行の各都道府県の防犯優良マンション認定制
度は，その単純化の弊害を調整する機能を有しているも
のの，地域特性や敷地条件を踏まえた運用が課題となっ
ている。防犯に関する住宅性能表示制度は，制度上の制
約や知見不足から「被害対象の強化」に特化した内容に
なっており，自然監視性や接近性の評価が課題となって
いる。総じて指針・基準の性格上，どの敷地でも適用で
きる内容となっており，課題はこれらの指針・基準の単
純な単独運用にあるといえる。
3．3　敷地タイプ別の侵入被害開口部の位置
　本節では，戸建て住宅において最近の2年間（2004
年～2005年）に開口部の破壊による侵入被害のあった
287件のデータを定量的に分析した結．果，侵入被害開口
部の位置に関する特性について，次に示す知見が得られ
たことを示した］f’）。すなわち，①侵入被害開口部は1
階に93％が集中し，その下端は全て地面から1．5m以下
の高さにあったこと。②中間画地の1階被害開口部は，
50％が住宅の「背面」に集中し，道路に面した被害開口
部は1割に満たず（図5），「側面」は道路から6m以
上奥まった位置の開［部の被害が86％を超えていたこ
と。③路地状敷地にっいては，路地状部分が10m以上
あるものが81％あり，1階被害開口部の位置は分散す
る傾向が見られたこと。④角地においては，67％が道路
に面していない開［部に集中し，道路より1．Om以上高
い敷地にあっては，道路に面していても侵入被害にあい
やすい傾向が見られたこと等を明らかにした。
　以上のデータ分析の結果から，侵入リスクの軽減を図
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図5　1階開口部の被害箇所の分布図（中間画地）
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る上で効果的な設計方法として，①防犯建物部品等の使
用は，道路に面していない面，特に住宅の「背面」又は
道路から概ね6m以上奥まった「側面」にあって，地
面から開口部の下端までの高さが1．5m以下の開口部を
優先すること。②道路に面した外構の設計にあたっては，
道路からの敷地内の見通しを妨げないようにすることが
重要であり，特に角地の場合，そのことに十分留意する
こと。③敷地内の外構の設計にっいては，住宅の「背面」
及び道路から奥まった領域に犯罪企図者が接近しにくく
することが重要であり，路地状敷地及び道路よりLOm
以上高い敷地にあっては，道路から見えにくい領域に接
近しにくくすることが重要であること等を示した。
3．4　住宅団地建替え計画における手法
　本節では，タイプの異なる4つの住宅団地の建替え計
画にあたって，建築計画，機械設備，造園及び防犯環境
設計の専門家が協働し，実際に導入する防犯環境設計の
手法について検討したワークショップ17＞をケーススタ
ディとして取り上げ，当該ケースにおける包括的協働方
式の意義を実証的に示した。
　一般的には，「防犯に配慮した共同住宅に係る設計指
針」を踏まえつつ，部位別のチェックリストで防犯環
境設計の手法を建築計画，設備計画，造園計画のそれぞ
れにおいて検討するが，当該ケースにおいては，外部の
防犯環境設計の専門家が英国のALO（建築連絡担当官）
のような役割を担い，対象団地の立地条件や防犯環境設
計に伴うコスト等を念頭に置きながら，景観や利用計画
等の包括的な視点から，効果的な防犯環境設計の手法と
導入に関する課題を協働して検討した。
　その結果ケーススタディの4団地中3団地ぽ①
バルコニー側の住戸窓は，前節の研究成果等から侵入リ
スクが低いこと，②従前居住者の戻り入居が多い上，居
室の在宅率が比較的に高いことから，居住者のコミュニ
ティ活動による防犯性の確保が期待できることとし，住
宅防犯の指針及び基準を適用した時に必要とされる住戸
窓における防犯建物部品の採用や共用玄関等における防
犯カメラの設置は特に必要ないと評価した。一方，周辺
市街地の状況を踏まえて，住棟背面の子どもの遊び場に
おける監視性の確保，団地敷地内における接近制御，駐
車場における防犯カメラの設置等，直接的手法又は機能
的手法の導入が望ましい場所やエリア及び利用計画や管
理計画の課題を明らかにした。
　こうした点は，既存の指針及び基準を単独運用した場
合には，明らかになりにくいことであり，包括的協働方
式を採用した成果であるといえる。
3．5　まとめ
　本章で得られた知見をまとめると，次のとおりである。
　住宅については，コミュニティによる防犯対策を促進
する観点から，自然的かっ間接的手法を主軸とした米国
の概念が導入されたが，それには限界があるとして，敷
地単位の機能的又は直接的手法の適用に重心が移行して
いる。また，国土交通省の指針は，間接的かつ自然的手
法を基本に据え，周辺環境に留意した空間計画の重要性
を示したものの，それを準用した生活安全条例の指針は
部位別の指針に単純化し，住宅性能表示制度の基準は開
口部に関する直接的手法の評価に限定している。しかも，
敷地内の整備に限定した指針・基準であって，手法の併
用を誘導していないため，単独運用だけでは，効果的で
バランスのとれた適切な防犯対策になり得ないという課
題を内在している。
　そこで，住宅の侵入被害開口部に関する全国的な実態
調査を行い，道路から見えにくい位置にある開口部は，
被害リスクが高いことを定量的に示し，開口部に関する
直接的手法は道路から見えにくい部分に適用することが
効果的であることを明らかにしている。また，敷地タイ
プ別に示した定量的な調査結果から，敷地条件や被害リ
スクに応じて直接的手法と間接的手法を組み合わせて計
画する重要性を明確にした。
　さらに，住宅団地の建替え計画にあたって，建築・機
械設備・造園・防犯の専門家が協働し，包括的な視点か
ら敷地内外の防犯性能を評価して計画したプロジェクト
を通して，当該包括的協働方式は，①被害リスクの高い
場所や防犯対策を優先すべき場所の特定，②計画の与条
件と被害リスクに応じた効果的な機能的手法の活用，③
敷地周辺の防犯性向上やバランスのとれた手法の検討を
行う上で効果的であったことを明らかにした。
4　学校に関する防犯環境設計の手法
　本章では，特に最近の侵入暴力犯罪に対する取組みに
焦点をあて，防犯環境設計の手法の重み付けの変化，国
の学校施設整備指針の特徴と課題防犯点検と改善方策
に係る包括的協働方式の意義について論じた。
4．1　学校施設に関する防犯環境設計の発展経緯
　学校施設に関する犯罪統計及び最近の学校侵入事件の
分析に基づき，侵入に伴う暴力犯罪は，①重視すべき問
題ではあるが，発生率自体は極めて低いこと，②学校施
設の整備だけでは侵入を防ぐことが難しいこと，③教職
員等の対応によって被害を回避又は最小限にとどめられ
ることを示した。その上で，日本の学校施設における防
犯環境設計は当初，地域に開かれた学校づくりの中で子
（36）
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どもの安全を確保する考えから自然的手法が重視されて
いたが，国立小学校の事件を契機に，直接的かつ機能的
手法による侵入対策が国立と一部私立を中心に全国的に
強化されてきた経緯を明らかにした。
4．2　学校施設整備指針における防犯環境設計の手法
　日本の学校施設整備指針における防犯の規定18）は，
主として侵入暴力犯罪に焦点を充てて策定されたもので
あり，①2001年改正指針では視認性を重視した内容で
あったが，2003年改正指針では侵入制御を強化した内
容になったこと，②事後対策の要素も含まれており，ソ
フト面とハード面の対策，建築計画的な対応と建築設備
的な対応を相互に組み込み，その学校の状況に応じた対
策を講じる重要性を示していること，③「視認性・領域
性の確保」と「接近・侵入の制御」の手法は併用して，
配置計画と動線計画を検討する重要性を示していること
等を明らかにした。
4．3　学校タイプ別の防犯環境設計の手法
　本節では，犯罪企図者の接近制御と監視性の確保の
手法に着目して最近文部科学省が公表した23の先進事
例IY）をタイプ別に分析した結果（図6），①国立学校の
ほとんどが「機能的監視型」かつ「敷地侵入制御型」で
あり，防犯設備と警備員の活用が最も進んでいるが，自
然的監視性の確保も重視して実践していること，②公立
学校の多くが「自然的監視型」であり，学校によって手
法の程度には差があっても，f法自体は学校種別に特段
の違いはあまり見られないこと，③公立の小中学校及び
高等学校における「敷地侵入制御型」と「建物侵入制御型」
の違いは，立地条件や学校施設の運営（複合施設，定時制・
通信制等），周囲のまちづくり等との関係性が見られる
こと，④養護学校や幼稚園は，その基本特性から「敷地
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図6　防犯に配慮した学校施設整備事例の分類・類型化
侵入制御型」であり，「機能的監視型」か「自然的監視型」
かの選択は，立地条件の影響もあるが，設置者や保護者
の意向が強いと考えられること等を示した。
4．4　既存の学校施設の防犯点検・改善における手法
　本節では，筆者が提唱した図面・現場・シミュレーショ
ンの3つの点検による包括的協働方式にっいて，タイプ
の異なる3つの小学校で実施されたモデルプロジェクト
を分析・評価し，そこで実施された点検・改善の実践手
法の特徴と課題を明らかにした。
　まず，「機能的監視型」かつ「敷地侵入制御型」の対
象校では，敷地外周部と建物出入口に警戒線を設定し図
面を使った点検を行ったが，こうした方法は，費用負担
だけでなく，「要塞の心理」を招く問題を内在している
ことから，周辺地域との連携による包括的な対策が必要
であることを示した。
　次に，「自然的監視型」かつ「敷地侵入制御型」の対
象校で実施された「学校施設安全マップ」づくりは，改
善対応策をすぐできるものにとどめると，施設改善の必
要性と重要性がないがしろにされるおそれがあるが，関
係者の主体性向上，多様な観点からの意見集約，学校固
有の対策立案に優れていることを指摘した。
　最後に「自然的監視型」かつ「建物侵入制御型」の対
象校で実施された点検作業は，主として動線に着目して，
図面点検→現場点検→シミュレーション点検の3段階の
点検を実施しており，その方法は簡潔明瞭であり，増改
築や大規模改修，防犯訓練の機会を捉えて行うことで実
践的で効率的であることを指摘した。
4．5　まとめ
　学校施設については，地域に開かれた学校づくりの中
で子どもの安全を確保する考えから，自然的かつ間接的
手法の適用が重視されてきたが，国立小学校の事件後は，
機能的又は直接的手法に適用の重心が移行している。改
正された学校施設整備指針は，主として侵入暴力犯罪を
対象とし，侵入後の対応にも言及している点に特徴があ
るが，敷地内の整備に限定した内容となっており，手法
も部位別に並列的に示すにとどまっている。
　そこで，学校施設の防犯対策の先行事例を分類・類型
化し，①いずれのタイプも「自然監視性の確保」を基礎
的な手法として活用していること，②機能的又は直接的
手法の活用は学校の特性や地域との関わり方によって異
なっていること，③間接的かっ自然的手法を活用する場
合，開放部分の明確化や動線管理の強化を図っているこ
とを明らかにした。
　さらに，防犯対策のタイプの異なる3つの小学校にお
いて実施された点検・改善の実践手法を評価・分析した
（37）
明治大学理工学部研究報告　No．37（20〔〕7）
結果，当該ケースの包括的協働方式は，①学校の特性や
地域との関わり方に応じた手法の選択，②地域との連携
による防犯活動の推進，③防災・景観等の視点も併せた
防犯対策を立案するヒで意義があることを示した。
5　まちづくりにおける防犯環境設計の
　　手法
　本章では，特に施設相11．1の関係性と関係者の連携に焦
点をあて，防犯環境設計の発展経緯関係省庁が共同し
て策定した指針の特徴と課題，まちづくりにおける包括
的協働方式の意義について論じた。
5．1まちづくりにおける防犯環境設計の発展経緯
　日本では，京町家の千本格子や江戸町人地の木戸番屋
に見られるように，近代以前から防犯環境設計ともいえ
るような取組みがあった。ただし，それらは当時の社会
統制システムと密接に結びついた間接的な手法（監視性
の確保と領域性の強化）であった。
　近代以降も日本では，地域における社会統制システム，
すなわち地縁コミュニティを基礎とした地域防犯活動
と，交番を中心とした地域警察活動により高い防犯水準
の維持が図られてきた。しかし，80年代になると，そ
れらによる水準維持は困難との認識から，問接的かつ自
然的手法を基軸とした防犯環境設計論を導入し，警察主
導で防犯モデル道路や防犯モデル団地と銘打った試行が
重ねられた。
　従来，道路・公園等の整備については，関連法規にお
いて防犯の規定がないこともあり，都市計画行政におけ
る防犯の位置づけが明らかになっていない面があった。
また，各地で防犯まちづくりに関する取り組みが行われ
てきたが，本格的で体系的なアプローチは必ずしも十分
ではなかった。そこで，1997年に建設省（当時）と警
察庁は合同して「安全・安心まちづくりr法調査」を実
施した。警察庁は，この成果を活用して2〔〕〔〕0年に「安全・
安心まちづくり推進要綱」を制定し，その中で「道路，
公園，駐車・駐輪場及び公衆便所に係る防犯基準」（以下，
「警察庁基準」という。）及び「共同住宅に係る防犯上の
留意事項」を策定した。これを契機に，防犯環境設計が
全国的に波及する。
　大阪府は2002年，都道府県として初めて防犯環境設
計の手法の展開を盛り込んだ条例を施行した。その中で
防犯に配慮した施設の整備・管理の普及とそれに係る行
政等の役割が明記された。また，道路・公園等について
は「警察庁基準」に準じた指針を策定し，道路・公園等
の設置者・管理者が努力すべき施設整備ヒの基準を示し
た。その後，他の都府県でも同様の条例を制定し，大阪
府と類似する指針を策定している。こうした法的措置と
ICTの急速な普及が相まって，機能的手法による防犯環
境設計が進展した。
　犯罪対策閣僚会議は，2003年12月「犯罪に強い社会
の実現のための行動計画」を策定し，5年間を目途に，
国民の治安に対する不安感を解消し，犯罪の増勢に歯止
めを掛け，治安の危機的状況を脱することを目標とし，
国民，事業者，地方公共団体等の協力を得つつ，148項
目の施策を着実に実施していくことを発表した。ただし，
近代以前 京町家の千本格子／江戸の町人地の木戸番屋 フォーマルな社会統制システムとの密接な結びつき
近代以降 地縁コミュニティを基礎とした地域防犯活動，交番を中心とした地域警察活動
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全体及び個別施策には数値目標を掲げていない。
　一方，地方公共団体では，2003年に静岡県が都道府
県で初めて，2005年に市川市が市町村で初めて，防犯
まちづくり計画に数値目標を明記したが，そうした地方
公共団体は極めて少ない状況にある。
5．2　市街地タイプ別の防犯まちづくりの手法
　「全国都市再生のための緊急措置」として2002年に組
織された防犯まちづくり関係省庁協議会は，防犯まちづ
くりのあり方等を検討するため，全国6地区においてモ
デルスタディを実施した。筆者は同調査にコンサルタン
トとして関わった立場から，市街地タイプ別にその犯罪
特性と防犯上の問題，防犯まちづくりの対応方策を整理
して示した。その要点は，以下のとおりである。
　「まちなかの商住混在地区」は，駅前整備や交通バリ
アフリー，商店街活性化等の事業と連携し，まちなかの
暗がりの解消を図るとともに，歩道環境の整備を進める
ことが重要であり，「密集市街地」は，住環境整備や防
災まちづくり事業等と連携して，施設及び市街地の防犯
性の向上を図る方法が有効である。「郊外住宅地区」は，
門灯や玄関灯の点灯に関する自主協定や見通しを確保し
た柵・垣等の整備・管理等のルールづくり等良好な住
環境の維持管理を通して防犯性の向上を図ることを中心
に進める方向性を示唆した。「大規模住宅団地を含む地
区」は，大規模住宅団地の整備・管理の状態が周辺地域
に与える影響が少なくないことから，地区全体の状況を
踏まえた上で，地区全体の防犯性の向上に資するよう住
宅団地の防犯対策を講じる必要があることを示した。「都
市開発事業が予定されている地区」は，事業地区の防犯
性向上を図る好機であることから，計画段階において防
犯の視点を明確に位置づけて計画に織り込むこと，事業
期間中の空き地，空き家対策を講じる必要性を示した。
　以上から，従来接点の乏しかった防犯活動とまちづく
りを相互に組み込むとともに，従来のまちづくり計画や
事業に防犯の視点を加えるだけでも防犯性能の向上が期
待できるという今後の防犯まちづくりのあり方を明らか
にした。
5．3　「防犯まちづくりにおける留意事項」の特徴
　本節では，前節のモデルスタディの成果を活用し，内
閣官房都市再生本部，国土交通省，文部科学省，警察庁
の関係省庁が協力して策定した「防犯まちづくりにおけ
る公共施設等の整備・管理に係る留意事項」の特徴と課
題を明らかにした20）。
　まず，警察庁要綱の基準とそれを準用した生活安全条
例の指針は，防犯に配慮した施設整備の普及を目的とし
ているのに対し，「留意事項」は施設の管理等のソフト
面を含めた防犯まちづくりの推進を目的としている。ま
た，警察庁基準は，警察関係者が施設整備等の関係者に
協力を求める際の基準であり，生活安全条例に基づく指
針の代表例である大阪府の指針は，施設の設置者・管理
者が努力すべき設計上の配慮事項及び施設整備上の基準
等を示したものであるのに対して「留意事項」は，防犯
まちづくりの関係主体が一体となって取り組む上での留
意事項を示したものであり，関係主体の連携に主眼を置
いていることから，実施主体を明確に特定していない。
　次に，適用の対象について言えば，警察庁基準は，防
犯対策を早急に講じる必要のある地域・箇所及び新たに
整備する道路・公園等を対象としており，大阪府指針は，
その範囲を広げ，公共の場所として不特定多数の者が利
用する道路・公園等全て対象としている。これらに対し
て「留意事項」は，今後防犯まちづくりを実施する地域
を対象にしている。つまり，全国各地を対象にしっっも，
具体の地域・施設については，地域の関係主体の主体性
と協議に委ねている。
　取組みの方法については，警察庁基準は，自治体の「ま
ちづくり計画」の策定に際して防犯に配慮した施設整備
が各種計画に反映されるよう努めることを明記し，大阪
府指針は，関係法令等との関係，管理体制の整備状況等
についても検討した上で関係者と協議して対応すること
を定めている。これらに対して「留意事項」は，地域の
状況や各施設の利用状況等を考慮に入れつつ，重点を置
くべき事項や具体的方策を適切に判断する必要があるこ
とを示している。つまり，地域特性や住民意向等の尊重，
関係主体間の連携を明確にしているが，具体的な取り組
みの方法については明らかにしていない。
　指針に盛り込まれた実践手法については，警察庁基準
と大阪府指針は，施設の整備・管理を通した「監視性の
確保」と「接近の制御」を重視した施設別の指針・基準
になっているのに対し，「留意事項」は，道路・公園等
の相互の関係性や防犯とトレードオフの関係にある他の
機能とのバランスに留意した整備・管理を促すとともに，
各施設相互の見通しを確保することの重要性，犯罪企図
者の接近の制御の適用にあたってのバランスの留意照
度を確保する際の光害に対する注意の必要性を明記して
いる（表1）。
　以上から，今後は，市町村における計画的で戦略的な
実践手法の検討，実施主体を明確にした地域の防犯まち
づくり計画の策定等が課題であることを明らかにした。
5．4犯罪から子どもを守るまちづくり計画による展開
　本節では，最初に犯罪から子どもを守る取組みが近年
活発化しているが，全国的に普及している地域安全マッ
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表1　警察庁基準・大阪府指針と「留意事項」の比較
「警察庁基準」 「大阪府指針」 「留意事項」
策定の目的 防犯に配慮した施設整備の普及 防犯支ちづくり
の推進
実施主体 警察関係者 道路・公園の設置 住民，fl政，警
fl．Lし，主ちつく 者・管理者 察等の防犯麦ら
り行政部局や住 づくりの関係il
民等の協力 体
対象地域・施設 Il惚な防犯対策 公共の場所として 防犯套らづくり
が必要な箇所及 イく特定多数利川の の実施地区
び新たな整備 道路・公園
取り組みの方法 犯罪発生の状況や住民の意向等を踏まえ， 防犯対策の必
要性を検討した Lで，関係者と連携、
自治体の各種計 関係法令等との関 痕点を置くべき
画への反映 係，管理体制の整 ’｝頗や具体白勺方
備状況等について 策の適切な判断
も検討 　　・ｪ必1嬰
照度の確保 夜間において人の行動等を視認でき る照度
防犯灯，街路灯 防犯灯，道路照明 光害に注意
等にkる 灯の適切配置 適時の点検
門灯等の活用
見通しの確保 周囲の道路，住 道路，道路周辺に 住宅，学校等の
層等からの見通 おける見通しの確 塀，柵等の見通
しの確保 保 しの確保
犯罪企図者の接近の制御 ガードレールや植栽等による歩申道の分離
r原則として」 「道路構造等を勘 「安全な交通の
実施 案し，できる限り」 確保等から必要
実施 な範囲におい
て1実施
領域性の強化 規定なし 規定あり
プづくりは，危機回避の啓発にとどまり，現状評価や問
題改善まで至っていない傾向にあること，子どもllO番
の家が形式的な取組みにとどまっている現状を指摘し
た。その上で，前節で明らかにした課題を踏まえつつ，
小学校区の関係団体が協働して犯罪から子どもたちを守
るまちづくり計画を策定した市川市立鬼高小学校区の事
例を通して，犯罪から子供を守る防犯まちづくり計画の
策定手法について考察した。
　鬼高小学校区では，自治会，PTA，商業団体，警察，
市川市の関係者による防犯まちづくり検討委員会を立ち
上げ，各種調査を通して（図8），「防犯まちづくりの
提案」と題する防犯まちづくり計画をまとめたL’1）。こ
の計画の特徴は，取組み項目ごとに実施主体と実施協力
の関係主体を明記したことである。これにより，従来抽
象的に語られがちな関係主体の役割と連携（協力）の対
象が具体的かつ明確に示された（表2）。内容を関係主
体別に見ると，学校は，子どもたちの安全管理や安全教
育だけでなく，マップづくりや緑化・清掃活動等，地域
■犯罪発生状況の把握
尅ﾎ象：ひったくり，空き巣・忍込
@　　み，車上狙い，自転車盗
寢匇ﾔ；2000年～2004年上半期
專燉e：発生場所（ひったくり以外
@　　　は街区番号のみ）
■地域の防犯診断
尅ﾎ象；通学路・公園・駐車場等
n時間帯：平日昼間／平日夜間
專燉e1見通し・暗がり・人の目等
@　　　不安箇所
■既存の取組みの把握
O対象：学校・PTA・自治会等
n分野：防犯分野／関連分野
專燉e：活動の内容・頻度・他団
@　　体との連携
■入手データの整理（地図化）　　　　　　■診断結果の整理（地図化）　　　　　　　■分野別の課題の整理
防犯まちづくり計画 活動内容 活動主体 他団体との連携
防犯に関する情報の共有
■基本目標
n犯罪が起きにくいまち
n誰もが蜜心して暮らせるまち
n快適で魅力あふれるまち
｡取り組み方
n一人ひとり自主的に取組む
n互いに協力して取組む
n無理なく継続して取紹む
n幅広い視野から取組む
子どもの見守り活動と安全教育
→ 安全で安心な公共空間づくり快遍で魅力あるまちづくり
安心して暮らせる住まいづくり
図8　鬼高小学校区の防犯まちづくり計画策定のフロー
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表2　鬼高小学校区における防犯まちづくり計画の項目と主たる実行主体（一覧表）
基本方針 取組みの内容 学校 PTA自治会 商店会 警察 市
◇「ヒヤリハット情報」の提供 ◎ ○必要な情報を必要な時に共
Lできるネットワークの形ｬ ◆地域の安全点検マップづくりの実施
? ?
○ ○
◆メールによる保護者への情報提供 ◎ ○
?
◇地域の犯罪発生状況の情報の共有 ◎ ○
◇市内の犯罪発生状況の情報の共有 ◎ ◎
◆防犯対策に関する情報の共有 ○ ○ ◎ ○
◆防犯灯・街路灯に関する情報の共有 ◎ ◎
地域における子どもたちの
ｩ守り体制の充実
◇登下校時の見守り活動の継続 ◎ ◎
◇夜間のパトロール活動の継続 ◎ ○
◇学校における安全教育の推進 ◎ ○
◆地域における安全教育の推進 O ◎ ○ ◎
◇安全で安心な学校づくり ◎ ◎犯罪が起こりにくい安全で
ﾀ心な公共空間づくりの推i ◇活動拠点となる自治会館の有効活用 ◎◆活動拠点となる商業施設の有効活用 ◎
◇公園・駐車場の安全点検活動の推進 ◎
◇店鋪オープンスペースの安全性確保 ◎
◇老朽ブロック塀の改善の啓発 ◎
◆景観と防犯に配慮した緑化の推進 ◎
◆安全で安心な公共空間づくりの普及 ◎
◇防犯灯等の点検・設置・管理の実施
?
○
◇玄關灯・門灯の設置点灯の呼びかけ ◎
?
快適で魅力あるまちづくり
ﾌ推進
◆子供達による花と緑のマップづくり ◎ ○ ○
◆緑の里親制度を活用した公園づくり ◎ ○
◇花いっぱい運動による沿道づくり ◎ ◎
?
◆ごみや落書きのないまちづくり ◎ ◎
◆住まいの防犯診断に関する情報提供 ◎安全で安心して暮らせる住
ﾜいづくりの推進 ◆住まいの防犯診断に基づく防犯対策 ◎ ◎
◆周囲にも配慮した住宅防犯指針策定 ◎
◆指針に基づく住まいづくりの推進 ◎
凡例）◇継続，◆新規，◎実施主体，O実施協力する主な関係主体
における環境学習の実践を防犯の取組みに位置づけてい
る。PTAは，地域における取組みに比重を置き，学校
だけでなく自治会との連携協力を図る内容となってい
る。他方，市の取り組みは，全市レベルの防犯まちづく
り基本計画に係る内容となっている。市川市は，鬼高小
学校区の取組みと並行して，庁内において基本計画の検
討を行っていたことから，関係部局との調整も同時に進
めることができた。当該ケースの包括的協働方式は，第
一に幅広い視野から防犯まちづくりを進めることで，地
域のより多くの関係者の協力が得られること，第二に地
域の関係主体の役割と協力体制，活動内容を明確にする
ことができること，第三に自治体の計画づくりと連動さ
せることで，地域に根ざした防犯まちづくりの展開が図
れることを示唆したものといえる。
　以上から，①幅広い視野から主要関係団体の活動を把
握すること，②主に不安箇所の防犯診断を実施すること，
③実施主体と実施協力の対象を明記して行動指針として
まとめることの3点が計画策定方法の要点であることを
明らかにした。また，それを推進するには，①GIS等
による犯罪発生状況の情報共有システムの整備，②市町
村における防犯まちづくり基本計画の策定，③学校区の
関係主体が活用できる計画策定ツールの開発が課題であ
ることを示した22）。
5．5　まとめ
　まちづくりにおいても，地域の防犯活動を補完する対
策として，自然的かっ間接的手法を主軸とした米国の概
念が導入されたが，物的な整備・管理による直接的な防
犯効果の期待を受け，機能的手法に重心を移行して発展
してきた。その普及を図った警察庁要綱とそれを準用し
た生活安全条例の指針・基準が施設別に防犯環境設計の
手法を並列標記しているのに対し，市街地タイプ別の調
査結果を踏まえて関係省庁が共同して策定した指針は，
地域の関係者の連携，道路・公園等の施設相互の関係性，
他の機能とのバランスに留意した整備・管理を促してい
る点に特徴がある。しかし，同留意事項は，具体の適用
を地域の関係者の主体性と協議に委ねていることから，
実施主体を明確にした計画の策定や市町村における戦略
的な取組みが課題であることを明らかにした。
　そこで，小学校区の関係地域団体が協働し，実施主体
を明確にした計画を策定したモデルプロジェクトを取り
上げ，当該ケースの包括的協働方式は，①屋外空間の利
用促進による防犯性能の向上，②役割分担による効率的
で効果的な防犯活動の展開，③他の機能とのバランスの
とれたまちづくりの促進を図る上で意義があることを示
した。
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6　結論と課題
6」　結論
　以上を通して，日本においては，コミュニティによる
防犯対策を基軸に据え，コミュニティ活性化の観点から
自然的かつ閥接的手法による防犯環境設計の概念を導入
して発達したが，最近の凶悪事件の続発と犯罪不安の高
まりを背景に，諸外国のように実証的な調査研究に基づ
いた学際的な議論を経ず，機能的又は直接的手法の適用
に重心を移して発展してきた点に特徴があることを明ら
かにした。
　次に，その手法を示した指針・基準の多くは，①対象
を施設の整備そのものや直接的手法の評価に限定してい
ること，②手法を部位別かっ並列的に示すにとどまり，
併用を誘導していないこと，③防犯に係るまちづくりに
おいては実施主体を明記していないことから，それらの
単独運用だけでは効果的でバランスのとれた適切な防犯
対策になり得ないという課題を内在していることを明ら
かにした。
　そして，本研究で提唱した「包括的協働方式」による
計画プロジェクトを通じ，当該方式は，①被害リスクの
高い箇所や防犯対策を優先すべき箇所の抽出，②施設の
特性や周辺環境等の状況に応じた効果的な防犯環境設計
の手法の選択，③実施主体の明確化と関係主体による防
犯対策との連携，④周辺環境や他の機能とのバランスに
留意した対策を行う上で意義があることを実証的に示し
た。
6．2　今後の課題
　本論文で取り上げた包括的協働方式は現在，それぞれ
発展的に継続して進められている。こうした取組みの促
進と防犯環境設計の手法の発展に寄与し，さらには各種
社会制度を活用した取組みやより質の高い環境形成を図
るため，今後の課題として次の4点を挙げ，本論文のま
とめとする。
　第一に，場所性に着目した防犯性能の評価に関する
研究である。すなわち，戸建て住宅以外の建築物にも対
象を広げっつ，①道路の特性や周囲の土地利用に着目し
て侵入リスクを定量的に評価する研究，②ライフスタイ
ルや地域の社会環境から侵入リスクを総合的に評価する
研究，③その場所の自然監視性や接近制御性に関する防
犯性能の総合的な評価手法の研究が必要である。これら
は，犯罪の誘発要因の発生確率を推量する研究の端緒と
なり，的確な防犯環境設計の手法選択の一助になるもの
と考えられる。
　第二に，防犯対策のプロセス評価と有効性の評価に関
する研究である。すなわち，①包括的協働方式の点検，
計画策定，実行の事例分析等を通して子どもの安全対策
のプロセス評価と分析手法を検討すること，②間接的か
っ自然的手法を有効にする社会的条件の評価指標を明ら
かにすること，③直接的又は機能的手法の有効性の実証
評価及び防犯環境設計が地域社会に与える影響について
研究を進めることが重要である。加えて，都道府県や市
町村における防犯まちづくり計画の計画目標とその達成
状況に関する評価研究も重要である。
　第三に，包括的協働方式の取組みを支援するツール
の開発である。すなわち，①地域と連携した包括的な地
域安全マップ作成のツール，地域のステークホルダーに
よる協議会における計画策定や評価のパッケージツール
を開発すること，さらには，上記計画策定ツールとICT
を活用した防犯情報共有システム，その他地域まちづく
り情報システムを組み合わせたモデルを構築し，子ども
の安全確保に関する地域の連携促進ツールを開発するこ
とが重要である。
　第四に，防犯環境設計に関する専門家の養成である。
特に，場所における防犯性能を包括的に評価できる専門
家の養成，防犯環境設計の包括的協働方式に関する研究
者の養成が重要である。
謝辞
　本論文は，筆者が建築・都市計画のコンサルタントと
して過去十数年にわたる実務を通した研究の成果をまと
め、2007年3月に明治大学理工学研究委員会の審査に
合格して博士（学術）の学位を授与された博士論文の要
旨です。
　当該博士論文は，主査の菊池雅史・明治大学教授によっ
て，期限を切られることがなければ完成し得なかったも
のであり、実務を通した研究の論文作成にあたって，大
局的な視点からのご指導とご助言，激励に対し，深く感
謝申し上げます。また，副査の小出治・東京大学教授には，
長年にわたってご指導をいただいた上，本論文のテーマ
の設定段階から内容の細部に至るまで，厳しくも心温ま
るご助言をいただきました。ここに深甚の感謝を申し上
げます。また，副査の向殿政男・明治大学大学教授，北
野大・明治大学教授には，安全学に係る包括的視点から
貴重な意見を頂戴いたしました。心から御礼申し上げま
す。
　当該博士論文で利用いたしました基礎的なデータの多
くは，筆者が2005年4月に明治大学の助教授として着
任する以前在職していた株式会社マヌ都市建築研究所が
過去に調査・研究を行った結果に基づいています。これ
（42）
防犯環境設計の手法に関する研究
らは，国土交通省，独立行政法人都市再生機構，財団法
人都市防犯研究センター等の委託調査，株式会社旭化成
ホームズとの共同調査，私が委員として関わった文部科
学省の関連調査であり，これまでこのような機会を与え
て頂いた各機関に対し，深く感謝いたします。また，私
とともに調査・研究を行い，博士論文の作成に協力いた
だいた高野公男・東北芸術工科大学教授をはじめとす
る株式会社マヌ都市建築研究所の方々，その他博士論
文の取りまとめに対しご指導・ご協力をいただきました
方々に，心より御礼申し上げます。
参考文献
1）小出治「犯罪に強いまちづくりと自治体の役割」自
　　治体学研究，88（2004－3）
2）藤本哲也『犯罪学原論』（2003），日本加除出版
3）守山正・西村春夫「犯罪をどのように防ぐか～環境
　　犯罪学の出番」，法学セミナー，513（1997），日本
　　評論社
4）ONewman：Defensible　Space－Crime　Prevention
　　Through　Urban　Design（1972），Macmillan
5）C．Rey．Jeffery：Crime　Prevention　Through
　　Environmental　Design，（1971），　Sage：Beverly
　　Hills，　CA
6）B．Poyner：Design　against　Crime　beyond
　　defensible　space（1983），Butterworth：London
7）R．Clarke：Situational　Crime　Prevention　Its
　　Theoretical　Basis　and　Practical　Scope（1983），
　　Crime　and　Justice，vol．4．Cicago：University　of
　　Chidago　Press
8）R．Clarke，R，　Homel：A　Revised　Classification　of
　　Situational　Crime　Prevention　Techniques（1997），
　　Crime　Prevention　at　a　Crossroads．　Cincinnati，
　　OH：Anderson　Publishing　Co．
9）D．Cornish，R．Clarke：Opportunities，　Precipitators
　　and　Criminal　Decisions；AReply　to　Wortley’s
　　Critique　of　Situational　Crime　Prevention．（2003），
　　Theory　for　Situational　Crime　Prevention，　Crime
　　Prevention　Studies，　vol．16．
10）G．Saville：Displacement：APIroblem　for　CPTED
　　Practitioners（1997），　paper　presented　at　the
　　Second　Arlnual　International　CPTED　Conference，
　　December，　Orlando，　FL
ll）P．JBrantingham　and　P．L　Brantingham：
　　Environmental　Criminology（1981），Sage：Beverly
　　Hills，　CA
lI）守山正「犯罪予防論の検討」警察学論集，52－10（1999）
12）前掲2）
13）RH．Schneider　and　T．　Kitchen．Planning　for　Crime
　　Prevention（2002），Atrans　Atlantic　Perspective
　　Routledge
14）赤松征夫『錠と鍵の世界一その文化史とプラクティ
　　カルテキスト』（1995），彰国社
15）下高一雄「求められる新イデーに基づく都市住宅」，
　　日経アーキテクチュア1982－3－1（1982）
16）べ夕一リビング，住宅リフォーム・紛争処理支援セ
　　ンター『共同住宅の防犯設計ガイドブック』（2001），
　　創樹社
16）山本俊哉・松本吉彦・柏原誠一「戸建て住宅におけ
　　る侵入被害開口部の位置に関する調査」日本建築学
　　会技術報告集24（2006．12），p277－280
17）都市再生機構東京都心支社技術監理部「都心居住
　　における防犯性の向上に関する検討業務報告書」
　　（2006）
18）学校施設の防犯対策に関する調査研究委員会「学校
　施設の防犯対策に関する調査研究報告書」日本建築
　 学会文教施設委員会，（2004）
19）国立教育政策研究所「学校施設の防犯対策事例集」
　　文部科学省大臣官房文教施設企画部（2006）
20）山本俊哉「防犯まちづくりにおける公共施設等の整
　　備・管理に係る留意事項の特徴～防犯まちづくりの
　　実践手法に関する研究」 日本建築学会技術報告集
　　21　（2005－6）　pp261－266
21）鬼高小学校周辺地区防犯まちづくり検討委員会「鬼
　 高小学校周辺地区防犯まちづくりの提案」（2005）
22）山本俊哉「犯罪から子どもを守るためのまちづくり
　　計画に関する考察～防犯まちづくりの実践手法に関
　　する研究」，日本建築学会技術報告集24（2006－12）
　　pp393－396
（43）
